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よっている。平成 23 年度の空港整備勘定の予算額は 3,264 億円（前年度 4,593 億円）だった。うち
空港使用料収入と雑収入の合計は 2,544 億円、一般会計からは 719 億円が計上されている（うち６
割は航空機燃料税で、純粋な一般財源は 297 億円である）。営業経費についてみると空港等維持運
営費が 1,790 億円、投資的経費は 1,474 億円となっている。そのほとんどが羽田空港整備の借入金
























乗降客数（人） 129,978,367 33,153,810 163,132,177 14,566,058
着陸回数（回） 397,380 208,614 605,994 95,710
基本施設収入 88,170 16,383 104,553 5,971
　　着陸料等収入 70,603 15,097 85,700 5,542
　　土地建物貸付料収入 17,567 1,286 18,852 355
　　その他 74
基本施設支出　注 3） 929,494 2,212 135,161 27,474
　　人件費 2,730 1,774 4,504 2,592
　　物件費・維持管理費 24,456 20,723 45,179 9,194
　　土地建物借料 12,320 30 12,350 0
　　環境対策費 14,267 346 14,613 348
　　減価償却費 39,176 19,338 58,514 15,341
基本施設収支 － 4,779 － 25,829 － 30,608 － 21,504
ターミナルビル収入 213,515 31,710 245,225 12,678
ターミナルビル支出 203,635 28,349 231,984 10,890
ターミナルビル収支 9,880 3,361 13,241 1,788
空港駐車場収入 5,124 1,698 6,822 0
空港駐車場支出 3,367 1,839 5,207 0
空港駐車場収支 1,757 － 141 1,616 0
全体収支 6,858 － 22,609 － 15,751 － 19,716













035-048hori-四校   37 13.3.9, 0:31:58 AM
観光学研究　第 12 号　2013 年 3 月38
経費削減や増収を通じて、納税者の負担を軽減しつつ、利用者の利便性を向上させていくことにあ
る 5）。年間乗降客数が概ね 500 万人を超える空港では整備費用を減価償却費として計上しても収支
は償う。このような空港については民営化を視野に入れた経営が進められるだろう。国管理空港で
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２．新たな空港経営のあり方












「戦略３」に対応するため、2010 年 12 月に「空港運営のあり方に関する検討会」（以下、「検討会」）
が設置された。検討会の主な議題は国管理空港を対象とした空港運営形態の見直しである。また空
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関する官民連携（Public Private Partnership : PPP）については表３のように示すことができる。





資産所有権 運営・維持 資本投資 営業リスク 契約期間
サービス契約 公的組織 公／民 公的組織 公的組織 1～ 2年
マネジメント契約 公的組織 民間企業 公的組織 公的組織 3～ 5年
リース
（アフェルマージュ） 公的組織 民間企業 公的組織 公／民 8～ 15 年
BOT 民間企業 民間企業 民間企業 民間企業 20 ～ 30 年
コンセッション 公的組織 民間企業 民間企業 民間企業 25 ～ 30 年
ダイベスティチャー
（株式売却） 民間企業 民間企業 民間企業 民間企業 期限なし
出所　International Development Research Centre （IDRC） 公表資料に基づき下記の著者作成。
野村［2012］14 ページ、表 3
４．関空と伊丹の経営統合
2009 年 12 月、成長戦略会議の議論と並行し、大阪府、兵庫県、経済界など官民でつくる関西３
空港懇談会が（関空、伊丹、神戸）３空港の経営統合を視野に入れた一元管理化に関する会合を開













2012 年 7 月、関西空港と伊丹空港が経営統合し、新関西国際空港株式会社（新関空）が誕生し
た（図２参照）。国内初の空港の経営統合は高コスト負担にあえぐ関空を救済し、これを西日本の
国際拠点空港に再生するのが狙いである。伊丹の収益を原資に関空の着陸料や施設使用料などを引
き下げ、「格安航空会社」（Low Cost Carrier 以下「LCC」）の誘致を加速する。さらに 2014 年度
を目途に両空港の運営権を民間に売却、関空建設による１兆円超の負債を圧縮する。
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でも 2012 年に相次いで（国産の）LCC3 社が営業を開始し、注目を集めた 18）。
LCCの台頭に対しては空港会社も LCC専用ターミナルを付設するなどして受け入れに積極的で
ある。成田空港は 2014 年度の完成を目指し、LCC専用ターミナルを 200 億円かけて建設する。タ
ーミナルは第２ターミナルに隣接する第５貨物地区に整備する。内装は簡素化するなど必要最低限




























１）航空政策研究会特別研究プロジェクト［2009］9 ページ、丹治［2011］29 ～ 32 ページ、澤・上羽［2012］
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って設置・管理されている。これ以外の空港で国際航空輸送網または国内航空輸送網を形成する上で重要な
役割を果たす（ものとして政令で定める）空港を「地方管理空港」といい、（政令で定める関係地方公共団体














































５）引頭［2011］60 ～ 64 ページ、酒井［2011］73 ページ、参照。
６）航空政策研究会特別研究プロジェクト［2009］10 ～ 12 ページ、参照。










じである。澤・上羽［2012］170 ～ 171 ページ、参照。
９）花岡［2012］112 ～ 115 ページ、参照。
10）空港運営のあり方に関する検討会［2011］、花岡［2012］112 ～ 115 ページ、参照。
11）引頭［2011］58 ～ 66 ページ、橋本［2009］36 ページ、参照。













減していくことが求められる。引頭［2011］58 ～ 66 ページ、橋本［2009］36 ページ、堀［2012］95 ページ、
参照。
14）酒井［2011］74 ～ 76 ページ、参照
15）野村［2012］13 ～ 14 ページ、参照。
16）酒井［2011］72 ～ 73 ページ、堀［2012］94 ページ、参照。
17）『日経産業新聞』2012 年 7 月 5 日号、20 面、花岡［2012］112 ～ 115 ページ、参照。
18）2012 年 3 月にピーチ・アビエーション、7月にジェットスター・ジャパン、8月にエアアジア・ジャパンがそ
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れぞれ運航を開始している。丹治［2010］51 ～ 52 ページ、『週刊エコノミスト』2012 年 7 月 31 日号、20 ～
41 ページ、『週刊ダイヤモンド』2012 年 7 月 7 日号、26 ～ 61 ページ、『週刊東洋経済』2012 年 4 月 7 日号、
34 ～ 83 ページ、『日経ビジネス』2012 年 7 月 2 日号、25 ～ 45 ページ、参照。






95 ～ 99 ページ、参照。






ず（米国上空を通過する航空機から徴収される）上空通過料（over-fl ight fee）収入から年間 5,000 万ドルが
充当される。残りは議会審議を経た後、空港航路信託基金（AATF : Airport and Airway Trust Fund）を通





23）航空政策研究会特別研究プロジェクト［2009］10 ～ 11 ページ、参照。
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